
ロ 申 請 人 に 対 し 、 特 定 支 配 関 係 を 持 つ て い る 特 許 法 施 行 令 第 九 条 第 二 号 イ に 規 定 す る 特 定

法 人 以 外 の 法 人 が い な い こ と を 証 す る 書 面

二 十 四 特 許 法 施 行 令 第 十 条 第 六 号 に 掲 げ る 者 に 該 当 す る 者 次 に 掲 げ る 書 面

イ 認 定 重 点 推 進 計 画 （ 福 島 復 興 再 生 特 別 措 置 法 （ 平 成 二 十 四 年 法 律 第 二 十 五 号 ） 第 八 十 三

条 に 規 定 す る 認 定 重 点 推 進 計 画 を い う 。 ロ に お い て 同 じ 。 ） に 基 づ き 同 法 第 八 十 一 条 第 二 項

第 四 号 に 規 定 す る 福 島 国 際 研 究 産 業 都 市 区 域 に お い て 事 業 を 行 う 中 小 事 業 者 で あ る こ と を

証 す る 書 面

ロ そ の 特 許 発 明 又 は 発 明 が イ に 規 定 す る 事 業 の 成 果 に 係 る も の （ 認 定 重 点 推 進 計 画 の 期 間

の 終 了 の 日 か ら 起 算 し て 二 年 以 内 に 出 願 さ れ た も の に 限 る 。 ） で あ る こ と を 証 す る 書 面

様式第２（第４条の２関係） 様式第２（第４条の２関係）
［略］ ［略］
〔備考〕 〔備考〕
１～20 ［略］ １～20 ［略］
21 拒絶理由通知（拒絶査定不服審判の審理（特許法第162条


の規定による審査を含む。）中

にされたものに限る。）に係る指定期間の延長を請求するときは、「【請求の内容】」の欄には、
「拒絶理由通知書で示された引用文献に記載された発明との対比実験のため、指定期間の
１カ月の延長を求める。」、「手続書類の翻訳のため、指定期間の１カ月の延長を求める。」の
ように延長の理由を付して、請求の内容を具体的に記載する。その他の指定期間の延長を
請求するときは、「【請求の内容】」の欄には、「指定期間の２カ月の延長を求める。」のように
記載する。また、特許法第５条第３項の規定により指定期間の延長の請求をするときは、
「【書類名】」を「期間延長請求書（期間徒過）」とし、「【請求の内容】」の欄には、「指定期間の


２カ月の延長を求める。」のように記載し、この場合において、第27条第３項の規定により

国と国以外の者の共有に係る出願であつて、国以外の者の持分の割合に乗じて得た額を納

付するときは、「（【手数料の表示】）」の欄の上に「【持分の割合】」の欄を設けて、「〇／〇」の

ように国以外の全ての者の持分の割合を記載する。


21 拒絶理由通知（拒絶査定不服審判の審理（特許法第百六十二条


の規定による審査を含む。）
中にされたものに限る。）に係る指定期間の延長を請求するときは、「【請求の内容】」の欄に
は、「拒絶理由通知書で示された引用文献に記載された発明との対比実験のため、指定期間
の１カ月の延長を求める。」、「手続書類の翻訳のため、指定期間の１カ月の延長を求める。」
のように延長の理由を付して、請求の内容を具体的に記載する。その他の指定期間の延長
を請求するときは、「【請求の内容】」の欄には、「指定期間の２カ月の延長を求める。」のよう
に記載する。また、特許法第５条第３項の規定により指定期間の延長の請求をするときは、
「【書類名】」を「期間延長請求書（期間徒過）」とし、「【請求の内容】」の欄には、「指定期間の


２カ月の延長を求める。」のように記載する。


22 「【手数料の表示】」の欄は、特例法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付
の申出を行うときは、「【予納台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額か
ら納付に充てる手数料の額（「円」、「，」等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。以
下この様式において同じ。）を記載する。特許法第195条第８項ただし書の規定により、現
金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座
振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号
を記載し、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。特許法第195条第８項ただ


し書の規定により、現金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第

５項の規定により指定立替納付者による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を

「【指定立替納付】」とし、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。


22 「【手数料の表示】」の欄は、特例法施行規則第40条第２項の規定により見込額からの納付
の申出を行うときは、「【予納台帳番号】」には予納台帳の番号を、「【納付金額】」には見込額か
ら納付に充てる手数料の額（「円」、「，」等を付さず、アラビア数字のみで表示すること。以
下この様式において同じ。）を記載する。特許法第195条第８項ただし書の規定により、現
金により手数料を納付する場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座
振替による納付の申出を行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号
を記載し、「【納付金額】」には納付すべき手数料の額を記載する。



23～27 ［略］ 23～27 ［略］
様式第13（第11条関係） 様式第13（第11条関係）
［略］ ［略］
〔備考〕 〔備考〕
１～12 ［略］ １～12 ［略］
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